
 

 

「アメリカトランプ号出航一年、その政策を読み解く」と題して始まった国際社会学講座も、今

回で前半の「経済政策の行方」についての講座が終了しました。次回からは、田中講師による政治

面から見たトランプ政権の政策について 3 回の講義を頂きます。 

今月 22 日には 4 年振りとなる大雪に見舞われました。いまだその雪が消え去らない中、今度は 30

数年振りという冷え込みにも拘わらず、多数の熱心な受講生が聴講されました。 

第１回の終わりに受講生から疑問・質問を書面で提出。第２回目には、かなりの時間を割いて、ひ

とつ一つ丁寧に回答頂きました。 

前半最後の今回の最大のテーマは、世界一の対外債務国であるアメリカが、破綻もしくは世界金融

が混乱する可能性はあるのか？でした。 

通商政策の方向性から、ＮＡＦＴＡ・ＷＴＯ離脱問題まで、懇切丁寧に解説頂きました。 

 

＜Ｐ.Ｐを駆使したあとは、ホワイトボードに各種数値を用いて説明する永田講師＞ 

 
 

  

 

仲間づくり教養コース ②国際社会学 

アメリカトランプ号出航一年、その政策を読み解く 

第３回 トランポノミクスの光と影 

貿易赤字と通商政策の方向性 

日時 １月２7 日（土）10：00ａｍ～ 

場所 鶴瀬公民館 第三集会室 

講師 永田 雅啓 氏（麗澤大学 経済学部特任教授） 

受講生 ３９名 



 アメリカの通商政策の行方と方向性 

 

○製造業が重要 

○アメリカの経済成長の鈍化は、ＮＡＦＴＡや中国のＷＴＯ加盟のせい 

○貿易黒字で、アメリカの需要が外国に漏出 

○アメリカが抜ければ、ＷＴＯは意味をなさなくなる 

 ⇒ＷＴＯ脱退を示唆？ 

○対中強硬姿勢 

⇒中国は、世界最大の貿易ペテン師である・・・ 

 不正な貿易慣行の精巧な士皆には次のようなものが含まれる 

 ＜違法な輸出補助金・知的財産の盗用・通貨操作・技術移転の強要・搾取工場の労働者と汚染の

溜まり場の両者広く依存した生産体制＞ 

○貿易赤字は“損”なのか 

 ⇒80年代の産業空洞化論との近似性 

  アメリカが大幅な貿易赤字な理由 

① アメリカの好景気 

② 国際資本移動の自由化 

 

 メキシコや中国に高額関税をかけられるか？ 

 

○国内法上は可能 

 ⇒1974年通商法 122条（米国の深刻な国際収支不均衡を理由に関税率を最長 150日間、最大 15%

引き上げ或いは輸入数量制限） 

  1974年通商法 201条（セーフガード） 

  1974年通商法 301条（貿易相手国の不公正な取引上の慣行） 

○ただし、不公正かどうかを巡ってはＷＴＯに訴えられる可能性あり 

 また、単なる国際収支上の理由では、特定国を差別的に扱うことはＷＴＯ違反 

 

 アメリカがＮＡＦＴＡから脱退することはあるのか？ 

 

○ＮＡＦＴＡ2205条 

 ⇒文書による離脱通告で、6ヶ月後に協定から離脱できる 

○ただし、アメリカが離脱すると、アメリカの部品メーカー若しくはアメリカの部品を使ってメ 

キシコで生産しているメーカーは、メキシコの高い関税を支払うことになる 

アメリカの自動車会社は不利益を被る 

これに対して日本やヨーロッパは、日墨間やＥＵ・メキシコ間で自由貿易協定があるため、完成 

車に対するアメリカの関税 2.5%だけを支払えばよい 

結果的にアメリカの自動車会社が大反対するため、アメリカがＮＡＴＴＡから抜けるのは非常に 

難しいのではないか 

 

 



 

 

 日米二国間自由貿易協定の可能性？ 

 

○ＴＰＰの意味 

 ⇒経済的には、関税引き下げ効果は小さい 

  国際政治上に意味がある 

○ＴＰＰは実質的には、日米間の二国間協定（全体の 70%を占める） 

 

 アメリカがＷＴＯから脱退することはあるのか？ 

 

○もしアメリカがＷＴＯから離脱すれば、最悪の事態 

 ⇒ただし、アメリカはＷＴＯによって大きな利益を得ている（サービス貿易、知的所有権） 

  もし抜ければ、世界や日本にとって災厄なばかりでなく、アメリカも大きな損失 

 

 世界最大の対外純債務国としてのアメリカ 

 

○累積経常赤字で、対外純債務は拡大していく 

 ⇒アメリカの純債務でアメリカが破たん、若しくは世界金融が混乱する可能性はある 

○アメリカの国際市場は、世界最大の金融市場（どの国も抜けられない） 

○アメリカは借金地獄ではない 



 

 

【文責：秋山孝昭】 


